
流域治水プロジェクト2.0
～気候変動下で水害と共生する社会をデザインする～
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資料-2



■気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

氾
濫
を
防
ぐ
・

減
ら
す

浜田河川国道事務所 約2,810世帯の浸水被害を解消
河道掘削：約1,236千 ＜気候変動前の1.2倍＞

引堤：1カ所
洪水調節施設：1カ所

概ね
30年

島根県 浸水被害の軽減 河道掘削、砂防設備、治山対策、森林整備
継続
実施

益田市
津和野町
吉賀町

浸水被害の軽減
水田の貯留機能向上
（雨水貯留量：238,000m3）

継続
実施

被
害

対
象
を

減
ら
す

益田市
新たな居住に対し、
立地を規制する
居住者の命を守る

霞堤背後地における土地利用規制
継続
実施

被
害
の
軽

減
・

早
期
復
旧
・

復
興

益田市 命を守る避難行動 マイ・タイムラインの作成支援等
継続
実施

浜田河川国道事務所 水害リスク情報の充実
水害リスクデジタルマップの拡充
・オープンデータ化（DX）

概ね
5年

【目標①】既往第２位である昭和18年9月洪水等に対する安全の確保

高津川本川：0.0k～14.2k 高津川派川：0.0k～2.6k 白上川：0.0k～2.0k 匹見川：0.0k～1.09k
種別 実施主体 目的・効果 追加対策 期間

減防氾
ら ぐ 濫
す・ を

益田市 中島地区等の浸水軽減 雨水ポンプ場の増強検討
継続
実施

被
害

対
象
を

減
ら
す

益田市
新たな居住に対し、
立地を規制する
居住者の命を守る

霞堤背後地における土地利用規制
継続
実施

被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・
復
興

益田市 命を守る避難行動 マイ・タイムラインの作成支援等
継続
実施

浜田河川国道事務所 水害リスク情報の充実 水害リスクデジタルマップの拡充
・オープンデータ化（DX）

概ね
5年
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【目標②】内水被害の軽減（1/10規模降雨の雨水出水による浸水被害を防止）

※目標①、②の浜田河川国道事務所以外の氾濫を防ぐ・減らす対策は、当面の整備内容を記載しており、現時点
では気候変動による影響は考慮していない。

0.5m

0.5m ～ 1.0m 未満の区域

3.0m ～ 5.0m 未満の区域

5.0m ～ 10.0m 未満の区域

10.0m ～ 20.0m 未満の区域

20.0m 以上の区域

未満の区域

凡　例

＜現状＞ ＜気候変動考慮＞ ＜対策後＞

現況

浸水世帯数
約2,400世帯※1

リスク増大 対策後

気候変動

浸水世帯数
約2,810世帯※1

浸水世帯数
0世帯※1

【目標①】
KPI：浸水世帯数

約2,810世帯⇒0世帯

※1 高津川水系（大臣管理区間）全体での外水による浸水世帯数を示す。

気候変動に伴う水害リスクの増大

○流域に壊滅的被害をもらした既往第２位の昭和18年9月洪水等に対し、2℃上昇時の降雨量増加を考慮した雨量1.1倍となる規模の洪水が発生した場

合、高津川流域では浸水世帯数が約2,810世帯（現況の約1.2倍）になると想定され、事業の実施により、浸水被害が解消される。



○令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨等、全国各地で水害が激甚化・頻発化していること等を踏まえ、高津川水系においても、以下の取り組みを一層推進していくものとし、
更に国管理区間においては、気候変動（2℃上昇）下でも目標とする治水安全度を維持するため、既往第２位の昭和18年9月洪水等に対し、2℃上昇時の降雨量増加を考慮した雨
量1.1倍となる規模の洪水を安全に流下させることを目指すとともに多自然川づくりを推進します。あわせて、迅速かつ適切な情報収集・提供体制を構築し、ホットラインを含
めた確実な避難行動に資する情報発信などの取り組みを実施し「逃げ遅れゼロ」を目指します。
○気候変動の影響に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化、流域の土地利用の変遷に伴う保水・遊水地域の減少等を踏まえ、将来にわたって安全な流域を実現するため、特定都市河川
浸水被害対策法（以下「法」という。）の指定の検討を含め流域対策の強化を進めます。

高津川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～日本一の清流における環境と治水の調和を目指した流域治水対策～
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
※グリーンインフラの取組については、高津川水系流域治水プロジェクト(令和5年3月24日更新)を参照。

：都道府県界
：市町村界
：流域界
：大臣管理区間

河道掘削

堤防強化対策

堤防強化対策

堤防強化対策

堰撤去、築堤・護岸

名賀川

築堤・護岸

よし か ちょう

つ わ の ちょう

ます だ
し

霞堤背後地の土地利用規制

（島根県）

●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・堤防整備、堤防強化、河道掘削、堰撤去
・雨水ポンプ場の増強検討
・水田の貯留機能向上に向けて地域排水整備及び地域組織への啓

発・対策
・砂防設備、急傾斜地崩壊対策施設、地すべり対策施設の整備
・治山対策、森林整備

 ・洪水調節施設の整備・検討

●被害対象を減少させるための対策
・掘削土を活用した高台整備の検討
・霞堤背後地における土地利用規制
・まちづくりとの連携（災害に強いまちづくり）

●被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・多機関連携タイムラインの活用
・マイ・タイムラインの作成支援
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・洪水時の河川情報の充実（水位・カメラ映像等）
・防災教育・防災知識の普及
・ハザードマップ作成・周知

 ・防災気象情報の改善
 ・地域防災支援の強化
 ・報道機関との連携
 ・インフラDXにおける新技術の活用
 ・まちづくりとの連携（防災拠点の整備）
 ・民間企業におけるＢＣＰ作成支援 等

雨水ポンプ場増強検討

高台の整備検討

治山対策
国有林整備

・他機関連携タイムラインの活用
・防災教育・防災知識の普及

治山対策
国有林整備

治山対策
保安林整備

治山対策
保安林整備

水源林整備

水源林整備

保安林整備

（島根県）

水田の貯留機能確保（地域排水整備）

水田の貯留機能確保（地域排水整備）

雨水貯留量
107,000m3→ 
345,000m3
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引堤

河道掘削

河道掘削

河道掘削

R6.3更新（2.0策定）

特定都市河川の指定に向けた検討

砂防設備

河道掘削

河道掘削

砂防設備 砂防設備

治山対策

治山対策

森林整備

治山対策

治山対策

治山対策

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

（島根県）

まちづくりとの連携
（災害に強いまちづくり）

山口市

※流域治水プロジェクト2.0で新たに追加した対策については、今後河川整備計画変更の過程でより具体的な対策内容を検討する。

※上記の他、洪水調節施設の整備・検討が必要。



4※特定都市河川の指定に向けた検討を実施し、上記対策を推進。

高津川水系流域治水プロジェクト

氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

“量”
の強化

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づくハード
対策（堤防整備の推進、河道掘削の推進、洪水
調節施設整備・検討）

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・雨水ポンプ場の増強検討

○あらゆる治水対策の総動員
＜具体の取組＞
・水田の貯留機能向上に向けて地域排水整備及び
地域組織への啓発・対策の推進
・砂防設備整備の推進、急傾斜地崩壊対策施設、
地すべり対策施設の整備
・治山対策、森林整備の推進

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・掘削土を活用した高台整備の検討

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動を考慮した河川整備計画に基づくソフ
ト対策

“質”
の強化

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・粘り強い河川堤防の整備

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・霞堤背後地における土地利用規制
・まちづくりとの連携（災害に強いまちづくり）

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・まちづくりとの連携（防災拠点整備）

“手段”
の強化

○地域防災力の強化
＜具体の取組＞
・防災気象情報の改善  ・地域防災支援の強化
・報道機関との連携
・マイタイムラインの作成支援

○インフラDX等の新技術の活用
＜具体の取組＞
・洪水予測の高度化
・河川管理施設の自動化・遠隔化
・デジタル技術を活用した災害リスクの可視化
・三次元河川管内図の整備
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
・水害リスクデジタルマップの拡充・オープンデータ化
・民間企業におけるＢＣＰ作成支援
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：都道府県界
：市町村界
：流域界
：直轄区間

：治水メニュ－
：グリーンインフラ関連メニュ－

河道掘削
河道掘削

名賀川

よし か ちょう

つ わ の ちょう

ます だ し

（島根県）

【全域に係る取組】
・アユの産卵場等、生物の多様な生
息・生育・繁殖環境の保全
・聖牛等の伝統工法の保全
・地域のニーズを踏まえた賑わいのあ
る水辺空間創出への連携・支援
・棚田の貯留機能保全【益田市・吉
賀町】

河川環境学習

アユ産卵場等の生息環境の保全
アユ産卵場等の生息環境の保全

アユ産卵場等の生息環境の保全
のための河道掘削イメージ

河道掘削にあたっては、平水位以上の掘
削を基本として、アユの産卵場や瀬、淵の保
全を図ります。

水田の貯留機能確保（地域排水整備）

水田の貯留機能保全【津和野町】 見川

棚田の保全活動ライトアップ【吉賀町】

水田の貯留機能向上（地域排水整備）

水田の貯留機能保全【吉賀町】

水辺拠点の整備(護岸・階段・管理用通路）

水辺拠点の整備(護岸・階段・管理用通路）

■治水対策における多自然川づくり
・整備における生物の多様な生息・生育・繁殖環境の保全・再生
・アユの良好な産卵場の保全
・聖牛・木工沈床等の自然材料を活用した伝統工法の保全

■自然環境が有する多様な機能活用の取組
・小中学校などにおける河川環境学習
・高津川河床掘削懇談会

■自転車による健康増進・賑わい創出による地域振興を図る水辺整備
・やぶさめ公園・豊田公民館付近における水辺拠点の整備（護岸・階段・管理用通
路）

アユの産卵場等の生息環境の保全

地蔵(エンコウ)の瀬

ナガタの瀬

アユ
・川と海を回遊する魚で、代表的な
川釣りの対象魚である

虫追(ﾑｿｳ)の瀬 ・石に付着するランソウ類を主食
とする
・砂や小石の多い浅瀬で産卵する

：アユ産卵場

代表的な産卵場の保全

水辺拠点の整備(護岸・階段・管理用通路）

整備イメージ

やぶさめ公園

カヌー、カヤック
マルシェ、ピクニック、BBQ

散歩、散策、ランニング
マラソン大会、サイクリングイベント

○高津川は、古くから代表的なアユの産卵場となっている瀬をはじめ、アユの良好な生息・生育環境を有しており、アユ釣りを目的に全国から多数の来訪
者があるなど、清流として名高い高津川には、次世代に引き継ぐべき豊かな自然環境が多く存在しています。

○高津川水系においては、河道掘削等にあたり、アユを指標とする動植物の多様な生息・生育環境の保全・再生を目標として、今後概ね20年間で交互に連
続する瀬・淵、礫河原、水際の入り組みや河畔林等を保全・再生するなど、自然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組を推進します｡

●グリーンインフラの取り組み 『アユを指標とした動植物の生息・生育環境の保全・再生』

高津川水系流域治水プロジェクト【グリーンインフラ】
～日本一の清流における環境と治水の調和を目指した流域治水対策～

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
5

河道掘削



被害をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

逃げキッドの活用 出前講座の様子

霞堤背後地における土地利用規制

霞堤箇所

堤防

堤防

・水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計
画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂
を促し、森林土壌等の保水力の強化によりピーク流出量
の発生時間を遅らせる等、流域治水を強化促進。

＜実施主体＞森林研究・整備機構森林整備センター

水田貯留機能強化計画の策定

＜実施主体＞津和野町

・津和野町では、津和野
川への流出抑制、高
津川流域への流出抑
制による被害軽減を目
的に、多面的機能支
払交付金活動組織へ
「田んぼダム」に係る
啓発活動や研修を実
施し、水田貯留機能の
強化の推進している。

＜実施主体＞益田市

・流域治水の観点から、今後も霞堤を活用し洪水を一時
的に貯留することで下流の浸水被害を軽減する。
・益田市は現状の土地利用規制（第１種農地）を継続す
る。

洪水時は開口部から背後地へ浸水

マイ・タイムラインの普及

＜実施主体＞国土交通省

・高津川の水害危険性等を学習し、1人1人が災害時に
行動出来るよう、マイ・タイムラインの作成の普及活動
を実施。

要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進

・浸水想定区域や土砂災害計画区域内の要配慮者施設
のうち、地域防災計画にその名称及び所在地が定めら
れた施設について、避難確保計画作成の促進を図る。

＜実施主体＞益田市、津和野町、吉賀町

多面的機能支払交付金
活動組織の実施区域

流水方向

流水方向

津和野川

水田の雨水貯留機
能の強化を推進す
る活動の対象区域

霞堤

益田市要配慮者利用施設リスト（抜粋）

水源林造成事業

・対象地 ３２箇所・210ｈａ

除 伐間 伐

6

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施 立地適正化計画における
防災指針の作成

避難のための
ハザード情報の整備

（概ね５か年後）

山地の保水機能向上および
土砂・流木災害対策

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備（見込）

整備率：65％
（令和５年度末時点）

2市町村

（令和４年度実施分）

0施設 （令和５年度実施分）

8箇所

（令和５年度完成分）
※施行中 6施設

0施設

治山対策等の
実施箇所

砂防関連施設の
整備数

（令和５年７月末時点）

0市町村 （令和５年９月末時点）

5河川

（令和５年９月末時点）

0団体

洪水浸水想
定区域

（令和５年１月１日時点）

内水浸水想
定区域

高津川水系流域治水プロジェクト【流域治水の具体的な取組】
～日本一の清流における環境と治水の調和を目指した流域治水対策～

高齢者等避難の
実効性の確保

個別避難計画

（令和５年９月末時点）

72施設

3市町村

避難確保
計画

80施設
土砂

洪水


